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滋賀県の流域治水
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災害危険区域に指定されたら

• 規制： 原則として、新規建築が規制
–住まい方の工夫が必要になる。

• 流域内対策： とどめる施策の優先的な実施
–盛り土等の助成
–二線堤等の整備
–避難場所・避難所
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名古屋の事例

伊勢湾台風を契機に導入
高潮のリスクを考慮して住まい方を規制
住居用建築物の建築禁止（１種地域）
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フランスの事例

• 土地利用計画と災害保険を中核とした流域
治水政策

• 土地利用計画（POS)は、災害抑止計画（PPR：
Plan de Prévention des Risques)に盛り込まれ
た規制を反映。

• 免責金額が、災害保険の支払い実績やPPR
の策定状況に関連するように設計されている
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フランスにおける自然災害対策

1807年 自然災害の予防に関する基本法

→ 治水を河岸の所有者の責任として位置付けた。

1955年 自然災害予防と建築認可との統合化

→ 政府に責任

（災害のリスクがあるとわかっている場所で被害が発生した場合）

1967年 le Plans d’Occupation des Sols（POS)
(土地利用計画) の作成

→ 災害による影響を受けやすい地域での

建築制限

Exposureの管理に重点！！！
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フランスにおける自然災害保険制度の変遷

1981年 フランスのローヌ川、ソーヌ川、ガロンヌ渓谷で大洪水：被災者への
補償・援助が非常に少なく、被災者への補償・援助制度の創設の必要性が
強く認識される。

1982年 CatNatシステム創設：激甚な災害に対する保険制度の創設当初の上乗せ
保険料率は建物・家財：火災・損害保険料の5.5%、自動車：火災・盗難保
険部分の9%であった。免責金額は、家屋、自動車および非業務利用資産で
800FF、業務利用資産で4000FF。
→ Le Plan d’Exposition au Risque（PER：災害対応計画）も創設。

1983年 保険料率、免責金額の変更：1982年11月の暴風雨と、1983年4月および
6月の大洪水を契機として、すべての上乗せ保険料率を9%に変更。免責金
額も、家屋、自動車および非業務利用資産で1500FFに、業務利用資産で
4500FFに引き上げ。

1995年 Barnier法：激甚災害ミチゲーション基金の設立、全保険契約者が毎年
支払う付帯費用総額の2.5パーセントで構成。

2001年 PPRとの連携：PPR を導入していない地域に関して、激甚災害時に適
用できる免責金額の水準を引き上げる。上乗せ保険料率を12%。免責金額
も、家屋、自動車および非業務利用資産で2500FFに、業務利用資産では保
険金額の10%（最低7500FF）。CatNat適用回数に応じて、免責額にスラ
イド制。
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既往最大または1/100の水害に対して設定される
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土地利用規制と補償

• バルニエ基金（１９９５）：土地利用規制に伴う居
住地の移転について、財政的補償を行う制度

• 自然災害保険料の0.5%が積み立てられている。
• 国は予見可能かつ深刻な洪水リスクが存在する
場合に土地の収用を宣言することができる。自
主的に居住地の収用に協力する人に対しては、
自然災害のリスクが非常に高く、公的予防措置
の費用が財産価格を上回る場合に限り、財産や
移転費用を補償する。
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フランスの制度の特徴

国の役割が相対的に大きい
PPRを中心に、土地利用規制や補償、保険制度等が緊密に関連付けられている
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イギリスの水災害対策
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1/100以上

1/1000～1/100

洪水ゾーンでの開発については、まず代替地での開発が可能かどうかが検討され（順次的検討法）、さら
に開発の利益がリスクを上回る場合は許可がなされ得る（例外テスト）
その際、開発業者に洪水危険評価を行わせ、これらの条件を満たすことを立証させる
その前提として自治体も自治体レベルの洪水危険評価（ＳＦＲＡ）を行い個別案件の審査の基準とする

住宅
商店
事務所

指令センター
緊急配給拠点

土地利用の分類と洪水ゾーンに応じた用途規制
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政府と保険業界との連携
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イギリスの土地利用規制の特徴
国：方針（PPS)を示し、情報提供。 都市計画と保険によって影響力
自治体：都市計画をPPSを順守しながら策定。水害危険地域における開発の許認可
保険： 保険の提供の保証。ただし、危険な地域への保険提供はなされない。
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まとめ

• 各国とも、川の中に留まらず、川の外の対策を
実施している。

• いずれの国においても、洪水リスク情報の提供
は公共の役割

• いずれの国においても土地利用の規制が存在。
• 規制エリアに対する補償措置は、国によってば
らつき。

– 人の命を守る対策（１時避難場所の整備）を補償措
置として導入しようとしているのは滋賀県のみ。
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